
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title

センターオブイノベーション (COI) プログラムにおけ

る異分野融合とイノベーションマネジメントの実践事

例

Author(s) 安西, 智宏; 佐藤, 正晃; 仙石, 慎太郎; 木村, 廣道

Citation 年次学術大会講演要旨集, 31: 597-600

Issue Date 2016-11-05

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/14010

Rights

本著作物は研究・イノベーション学会の許可のもとに

掲載するものです。This material is posted here

with permission of the Japan Society for Research

Policy and Innovation Management.

Description 一般講演要旨



― 597―

２G０４ 
 

センターオブイノベーション（COI）プログラムにおける 
異分野融合とイノベーションマネジメントの実践事例 

 
○安西智宏（東京大学）、佐藤正晃（川崎市産業振興財団）、 
仙石慎太郎（東京工業大学）、木村廣道（川崎市産業振興財団） 

 
 
科学技術政策や研究プロジェクトの中でも異分野間の連携、特に自然科学と人文・社会科学の間での

連携の重要性は政策関係者間では広く共有されつつある。但し、連携に向けた政策的な方針、連携の促

進施策は未だ具体性に乏しく、連携は個々の研究プロジェクトでの自発的な取り組みに委ねられている。

本報告ではセンターオブイノベーション（COI）プログラムの採択課題に代表される異分野連携型の研
究プロジェクトで実践されてきた、人文・社会科学的な要素を取り入れた研究開発や研究マネジメント

の実践事例を紹介し、その連携方策や課題を議論していく。

１．はじめに

我が国における科学技術政策においては、社会

課題の解決に向けたソリューション開発を目的

とした政策的取り組みが数多く見られる。特に政

府の研究助成金では資金使途や研究成果、成果の

社会的な波及効果についても説明責任が求めら

れる傾向にあり，研究成果の早期の実用化を指向

する、いわゆる「課題解決型」の研究助成金や研

究プロジェクトが数多く提案されている。近年で

は世界トップレベル研究拠点（WPI）プログラム
（平成 19–28 年度），最先端研究開発支援（FIRST）
プログラム（平成 21–25 年度）や革新的研究開発
推進プログラム（ImPACT、平成 25年開始）等に
代表される大型公的助成プログラムが編成・推進

されてきている。 
また多くの研究分野では、拠点内外の異分野研

究者が個々の要素技術を持ち寄って連携し、共通

の課題解決に当たることで実用化が加速される

との仮説から、異分野融合（融合）と学際・国際

連携（連携）の促進に向けた研究助成が進められ

ている。特にライフサイエンス・医療分野では、

例えば「医工連携」に見られるように、拠点内外

の異分野研究者が個々の要素技術を持ち寄って

連携し、共通の課題解決に当たることで成果創出

が加速されると考えられている。 
そのような分野連携・融合の中でも特に自然科

学（科学技術）と人文・社会科学の連携が特に重

要であるとの認識は、科学技術政策の関係者の間

で広く共有されている[1]。その背景としては、科
学技術の成果が既に社会に大きな影響を与えて

いる現実に加え、環境問題や超高齢化社会のよう

な科学技術単独では解決できず、多様なステーク

ホルダーが関わる社会問題が増えている点が挙

げられる。また情報通信技術（ICT）の発展は研究

や学問のあり方そのものに大きな影響を与えて

おり、ICT の導入で自然科学の研究活動に多様な
参加者を呼び込み、多面的な検証が行われてきて

いる。自然科学と人文・社会科学の連携の重要性

については我が国の「第５期科学技術基本計画」

でも複数の箇所で強調されている[2]。但し、自然
科学と人文・社会科学の間での連携に向けた政策

方針、連携方策やその運用に関しては十分に検討

が進められておらず、そのベストプラクティスと

なる事例研究や体系的な分析も殆どなされてい

ない現状である。 
本報告では、ナノテクノロジーの医療応用を目

指した「ナノ医療」分野における複数の研究拠点

に焦点を当て、自然科学と人文・社会科学の連携

に関する組織的な取り組みを提示することで、連

携方策やその諸課題に関して議論を深めて参り

たい。 
 

２．FIRSTプログラム：Nanobio First 
平成 21年度開始の FIRST プログラムの一つで

ある「ナノバイオテクノロジーが先導する治療・診断イ

ノベーション（Nanobio First）」は、片岡 一則（東京大
学大学院医学系／工学系研究科 教授（当時））を

中心研究者とする研究プログラムで、がんを対象に

した診断、治療技術の開発、及びそのための産学

官連携を目的としていた。自然科学分野の４つの

サブテーマに分かれ、プロジェクト教員・研究員

（学生を除く）少なくとも 84 名が在籍していた
大型の研究プロジェクトである。 
この Nanobio Firstでは、４つのサブテーマに加

えて「社会還元部門」を組成していた（図１）。こ

の部門は、サブテーマ所属の自然科学の研究者と

連携して開発ロードマップの策定や開発体制の

（２）RISTEX「持続可能な多世代共創社会のデザイン」における取り組み（方策案②－１の1）に該当） 
JST 社会科学技術研究開発センター（RISTEX）による研究開発領域「持続可能な多世代共創社会の

デザイン」（平成 26 年～平成 31 年）では、当領域のコンセプトに対する理解を深めることを目的とし

て、平成 27 年度の募集から、「提案募集に向けたワークショップ」を募集期間に併行して開催している。 

（３）総合地球環境学研究所におけるプロジェクト形成（方策案②－１の 1）に該当） 

総合地球環境学研究所では、本格的な共同研究であるフルリサーチ（FR）とその事前に行う 1 年程

度のプレリサーチ（PR）に先立ち、半年から 1 年程度で小額のインキュベーション研究（IS）及びフ

ィージビリティー研究（FS）が実施される。IS の段階では、提案されたプロジェクトを出来るだけ採

択するようにするが、FS に行く段階で絞って行く。毎年 10～20 件程度のプロジェクトが提案されるが、

FR に進む段階の審査は厳しく、採択されるのは毎年 1 件程度となっている。 

（４）京都大学 学際融合教育研究推進センターの取り組み（方策案②－２に該当） 

京都大学学際融合教育研究推進センターは、京都大学において、さらに「挑戦的に「融合」をしかけ

る」ための新組織として 2012 年 3 月に設置された。同センターによる活動として、横断型の教育や研

究プロジェクトを担う「教育研究連携ユニット」 の運営支援やネットワーク化、「分野横断交流会」の

開催をはじめとする様々なイベントがある。「分野横断交流会」は、異分野の研究者どうしが出会える

場として、毎月最終火曜日の夕刻に吉田キャンパスにおいて開催されている。 

 

５．おわりに 

以上で記述してきた検討結果及び調査結果は、主として、自然科学と人文・社会科学を「どのように

連携するのか」を検討したものである。これらに加えて、「何を対象に連携をするのか」についての検

討や方策案③に該当する事例の把握も必要である。数は少ないが、個々の研究開発プログラムや研究開

発プロジェクトにおいて、人文・社会科学からの参画事例が見られるようになってきており[8]、現在は、

これらの調査をすすめ、連携の対象の把握を試みている。研究開発プログラムの設計や運営に実際に活

かせるような提案を目指して検討を継続している。 
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究員の採用や研究経費の支出が可能となり、社会

実装に向けた取り組みが加速できる。サブテーマ

６は「オープンイノベーションマネジメント研

究」、「審査・評価・薬価システム開発研究」、「産

官学による予防ビジネスモデル研究」という３つ

の研究テーマを扱い、大学の人文・社会科学系グ

ループや自治体、企業等との連携による研究活動

を行っている。サブテーマ６は、更に開発・薬事・

知財・ファイナンス等の多様な側面からの事業化

支援を展開することで、COINS全体における社会
実装を加速させる役割も担っている。そのため、

COINS 全体の研究支援を行なう拠点内組織であ
る「研究推進機構」とも密接に連携し、社会実装

研究と実践のスムーズな橋渡しを目指している。 
 
４．考察と結び 
本報告で紹介したいずれの自然科学の研究拠

点においても、人文・社会科学的アプローチをう

まく取り入れながら、スムーズな分野間連携が図

られてきている。 
その要因の一つとして、人文・社会科学の研究

者や専門家は、研究拠点において単に学術面での

成果創出を指向するのではなく、拠点内での実務

的なニーズに応えている点が挙げられる。例えば

COIプログラムのように申請段階からバックキャ
スティングによる将来社会ニーズの捕捉が必要

となる場合、ビジョンや申請内容の策定、研究計

画の構築においても人文・社会科学的な側面から

の検討が必要となる。また、社会実装の推進おい

ても法制度、倫理、医療経済といった側面での多

面的な検討が不可欠である。人文・社会科学はこ

れら実務的なニーズに具体的な示唆を与えるこ

とにより、自然科学の研究者からの信頼が獲得さ

れ、連携の更なる促進に繋がるものと考える。た

だ、全ての人文・社会科学の領域が貢献しうる訳

ではなく、薬事、倫理、法律・知的財産、経営学、

経済学などの比較的相性の良い連携分野の特定

が極めて重要であろう。 
また、いずれの研究拠点においても人文・社会

科学の連携を行うグループが独立組織として位

置付けられている点も大きい。この状況は拠点マ

ネジメントによるトップダウンでの判断に依る

所も大きいが、一定の研究資金やリソースを割り

当てる事によって連携が促進され、結果的に社会

還元や社会実装といった政策目標の達成に対し

ても大きな貢献が認められる。あくまでも連携は

手段であって目的では無いため、全研究プロジェ

クトに自然科学と人文・社会科学の連携組織を強

制導入させるような短絡的な議論は避けるべき

と考えるが、特に課題解決型の研究プロジェクト

では目的達成に必要な知見やリソースとして人

文・社会科学を位置付け、連携に向けた協議を推

進していくことは極めて意義深い。 
本報告では実践的な事例を紹介しているが、人

文・社会科学者としての論文・学会発表といった

学術成果の創出、キャリアパス問題など、まだ連

携に向けて取り組むべき課題も多い。今後も連携

事例を積み上げつつ、実効性のある連携政策の立

案に向けて課題を構造化していく必要があろう。 
 

図２：COINSのサブテーマ別の研究体制 

整備にあたることに加え、テーマ横串で実用化に

向けた研究課題や社会課題の抽出を行った。当該

部門は事業化や産学連携のエキスパートに加え、

東京大学大学院薬学系研究科の医療産業論・経営

学の研究者、及び同大学公共政策大学院の医療法

制度の研究者などが所属していた。これらの研究

者が中心となって 2011 年 1 月には「ナノバイオ
研究の社会・経済的な影響を検討する座談会」が

開催された。この座談会には所属の自然科学研究

者に加え、医療経済の専門家、審査当局からの出

向者、患者団体の代表などのナノ医療を取り巻く

ステークホルダーが招聘され、その討議内容は広

く公表されている[3]。がんの部位毎に患者や医療
従事者の視点から標準治療や開発品の位置付け

を整理する「ナノバイオ病院」も同部門が中心と

なって企画や構成を行ない、ウェブサイトでの公

開を行った[4]。更に本拠点の活動指標、成果指標
の測定や所属研究者へのアンケート・ヒアリング

調査を実施し、経営管理やイノベーションマネジ

メントの観点からの検討を行っている[5,6]。 
 

３．COI STREAM：COINS  
平成 25 年度より開始されている革新的イノベ

ーション創出プログラム（COI STREAM）は、解
決する将来ニーズの特定や研究テーマの設定に

おいて新たな方法論を提起している。具体的には

将来社会のニーズから導き出される社会のある

べき姿、暮らしのあり方を設定し、このビジョン

を基に 10 年後を見通した革新的な研究開発課題
を特定する。そして既存分野・組織の壁を取り払

い、企業だけでは実現できない革新的なイノベー

ションを産学連携で実現することを目的とする

「バックキャスト」型の研究開発を行なう点に特

徴がある。 
本報告では COI拠点のうち、公益財団法人川崎

市産業振興財団が提案した「社会への変革を先導

するものづくりオープンイノベーション拠点

（ Center of Open Innovation Network for Smart 
Health: COINS）」における自然科学と人文・社会
科学の連携事例を紹介する[7]。本プログラムは前
項の Nanobio Firstの運営メンバーも多く参画して
おり、申請前後のバックキャストによる将来の社

会ニーズや研究課題の設定においても社会学分

野の研究者や産業界からの参画を募って議論を

行なってきた。具体的にはワークショップ形式に

よる 2030 年の社会課題に関するブレインストー
ミングや COINS 全体会議での集中セッションを
開催し、デザイン思考や医療経済の専門家を招聘

して課題抽出の方法論を学ぶだけでなく、多様な

視点からの討議を行っている。 
また非常に特徴的なのは、COINSは組織的に６

つのサブテーマを設定しているが、５つの自然科

学をアプローチとした研究テーマの他に、研究成

果の社会実装を目指した独立の研究グループ（サ

ブテーマ６）を設定している点であろう（図２）。

これは研究チームの外に組織横断的な機能とし

て社会還元部門を置いたNanobio Firstより更に踏
み込んで、社会実装に向けた研究をテーマの一つ

に位置付けている。その結果、その重要性が拠点

内外で強く認識されるとともに、テーマ専任の研

「ナノバイオテクノロジーが先導する診断・治療イノベーション」：片岡（中心研究者）

サブテーマI
ナノ診断システムの創成
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図１：Nanobio Firstの研究体制図 
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究員の採用や研究経費の支出が可能となり、社会

実装に向けた取り組みが加速できる。サブテーマ

６は「オープンイノベーションマネジメント研

究」、「審査・評価・薬価システム開発研究」、「産

官学による予防ビジネスモデル研究」という３つ

の研究テーマを扱い、大学の人文・社会科学系グ

ループや自治体、企業等との連携による研究活動

を行っている。サブテーマ６は、更に開発・薬事・

知財・ファイナンス等の多様な側面からの事業化

支援を展開することで、COINS全体における社会
実装を加速させる役割も担っている。そのため、

COINS 全体の研究支援を行なう拠点内組織であ
る「研究推進機構」とも密接に連携し、社会実装

研究と実践のスムーズな橋渡しを目指している。 
 
４．考察と結び 
本報告で紹介したいずれの自然科学の研究拠

点においても、人文・社会科学的アプローチをう

まく取り入れながら、スムーズな分野間連携が図

られてきている。 
その要因の一つとして、人文・社会科学の研究

者や専門家は、研究拠点において単に学術面での

成果創出を指向するのではなく、拠点内での実務

的なニーズに応えている点が挙げられる。例えば

COIプログラムのように申請段階からバックキャ
スティングによる将来社会ニーズの捕捉が必要

となる場合、ビジョンや申請内容の策定、研究計

画の構築においても人文・社会科学的な側面から

の検討が必要となる。また、社会実装の推進おい

ても法制度、倫理、医療経済といった側面での多

面的な検討が不可欠である。人文・社会科学はこ

れら実務的なニーズに具体的な示唆を与えるこ

とにより、自然科学の研究者からの信頼が獲得さ

れ、連携の更なる促進に繋がるものと考える。た

だ、全ての人文・社会科学の領域が貢献しうる訳

ではなく、薬事、倫理、法律・知的財産、経営学、

経済学などの比較的相性の良い連携分野の特定

が極めて重要であろう。 
また、いずれの研究拠点においても人文・社会

科学の連携を行うグループが独立組織として位

置付けられている点も大きい。この状況は拠点マ

ネジメントによるトップダウンでの判断に依る

所も大きいが、一定の研究資金やリソースを割り

当てる事によって連携が促進され、結果的に社会

還元や社会実装といった政策目標の達成に対し

ても大きな貢献が認められる。あくまでも連携は

手段であって目的では無いため、全研究プロジェ

クトに自然科学と人文・社会科学の連携組織を強

制導入させるような短絡的な議論は避けるべき

と考えるが、特に課題解決型の研究プロジェクト

では目的達成に必要な知見やリソースとして人

文・社会科学を位置付け、連携に向けた協議を推

進していくことは極めて意義深い。 
本報告では実践的な事例を紹介しているが、人

文・社会科学者としての論文・学会発表といった

学術成果の創出、キャリアパス問題など、まだ連

携に向けて取り組むべき課題も多い。今後も連携

事例を積み上げつつ、実効性のある連携政策の立

案に向けて課題を構造化していく必要があろう。 
 

図２：COINSのサブテーマ別の研究体制 

整備にあたることに加え、テーマ横串で実用化に

向けた研究課題や社会課題の抽出を行った。当該

部門は事業化や産学連携のエキスパートに加え、

東京大学大学院薬学系研究科の医療産業論・経営

学の研究者、及び同大学公共政策大学院の医療法

制度の研究者などが所属していた。これらの研究

者が中心となって 2011 年 1 月には「ナノバイオ
研究の社会・経済的な影響を検討する座談会」が

開催された。この座談会には所属の自然科学研究

者に加え、医療経済の専門家、審査当局からの出

向者、患者団体の代表などのナノ医療を取り巻く

ステークホルダーが招聘され、その討議内容は広

く公表されている[3]。がんの部位毎に患者や医療
従事者の視点から標準治療や開発品の位置付け

を整理する「ナノバイオ病院」も同部門が中心と

なって企画や構成を行ない、ウェブサイトでの公

開を行った[4]。更に本拠点の活動指標、成果指標
の測定や所属研究者へのアンケート・ヒアリング

調査を実施し、経営管理やイノベーションマネジ

メントの観点からの検討を行っている[5,6]。 
 

３．COI STREAM：COINS  
平成 25 年度より開始されている革新的イノベ

ーション創出プログラム（COI STREAM）は、解
決する将来ニーズの特定や研究テーマの設定に

おいて新たな方法論を提起している。具体的には

将来社会のニーズから導き出される社会のある

べき姿、暮らしのあり方を設定し、このビジョン

を基に 10 年後を見通した革新的な研究開発課題
を特定する。そして既存分野・組織の壁を取り払

い、企業だけでは実現できない革新的なイノベー

ションを産学連携で実現することを目的とする

「バックキャスト」型の研究開発を行なう点に特

徴がある。 
本報告では COI拠点のうち、公益財団法人川崎

市産業振興財団が提案した「社会への変革を先導

するものづくりオープンイノベーション拠点

（ Center of Open Innovation Network for Smart 
Health: COINS）」における自然科学と人文・社会
科学の連携事例を紹介する[7]。本プログラムは前
項の Nanobio Firstの運営メンバーも多く参画して
おり、申請前後のバックキャストによる将来の社

会ニーズや研究課題の設定においても社会学分

野の研究者や産業界からの参画を募って議論を

行なってきた。具体的にはワークショップ形式に

よる 2030 年の社会課題に関するブレインストー
ミングや COINS 全体会議での集中セッションを
開催し、デザイン思考や医療経済の専門家を招聘

して課題抽出の方法論を学ぶだけでなく、多様な

視点からの討議を行っている。 
また非常に特徴的なのは、COINSは組織的に６

つのサブテーマを設定しているが、５つの自然科

学をアプローチとした研究テーマの他に、研究成

果の社会実装を目指した独立の研究グループ（サ

ブテーマ６）を設定している点であろう（図２）。

これは研究チームの外に組織横断的な機能とし

て社会還元部門を置いたNanobio Firstより更に踏
み込んで、社会実装に向けた研究をテーマの一つ

に位置付けている。その結果、その重要性が拠点

内外で強く認識されるとともに、テーマ専任の研

「ナノバイオテクノロジーが先導する診断・治療イノベーション」：片岡（中心研究者）
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図１：Nanobio Firstの研究体制図 
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２Ｇ０５

非科学技術領域からのイノベーション支援：その役割と展望

○西川　洋行（県立広島大学）

１．背景

　科学技術立国を標榜する我が国は、科学技術に裏

付けられた高度な産業技術に支えられ発展してきた

が、所謂イノベーションの時代の到来により、既存

の科学技術の延長上に未来を描くことが難しくなっ

ている。新たなビジネスモデルの登場が業界勢力図

を塗り替え、予想もしない課題の発見が新市場を創

出するようになった結果、もはや科学技術のみで繁

栄を維持することは難しく、社会科学や人文科学の

知識・知見をも活用しなければならない時代となっ

ている。もはや理系と文系という区分はその意義を

失い、イノベーション競争の時代にあっては文理融

合の新たな知の創造が不可欠である。

　イノベーションの本来の概念は技術革新に限定さ

れるものではなく、より正しくは「新結合」(1) と訳

されべきものである。過去のイノベーションの事例

を見ても、既存のものを新たな関係性で結合させた

ことによって創出されたとされるものが多く、例え

ば iPhone しかり、ビジネスモデルとしての Amazon

しかりである。既存の技術体系や市場等の内部での

競争であれば、従来の延長上での古典的なリニア

モデル (2) に従った技術開発により成否が分かれる

が、既存の市場や技術体系を一変させる破壊的イノ

ベーション (3) においては、組合せの良否が成否を分

けると言われている。ビジネス界においては、ます

ます破壊的イノベーションの重要度は増し、新結合

というイノベーションのキーワードの重みが増して

いる。こうした状況は、大企業のみならず地域の中

小企業や地域社会、行政施策、大学等に至るまで波

及し、こうした新結合＝新たな関係性を基盤とする

様々な活動への取り組みが進んでいる。

　

２．科学技術と社会科学の融合

　イノベーションが既存の技術体系の延長上にある

持続的イノベーション (3) とは異なり、破壊的イノ

ベーションでは、必要とされる新たな知識・知見は

科学技術の範疇に留まらず、経営学や社会学等の文

系学問にまで拡大する。さらに、市場・顧客・製品

やサービスのカテゴリー等のビジネス環境も劇的に

変化する。長年同じ業界で既存の優れた独自技術や

製品に支えられて事業を続けきた多くの企業にとっ

ては、新たな知識・知見や関係性を要求する破壊的

イノベーションは大きな脅威となる。破壊的イノ

ベーションが突き付ける文理融合の新たな知識・知

見や関係性に対応可能な人材を有している企業は少

なく、特に規模の小さい中小企業にこそ影響が大き

い。この破壊的イノベーションへの対応こそが経営

上最も喫緊で重要な課題と言っても過言ではなく、

文理融合的に知識・知見を活用し、独自技術と経営

理論を組み合わせ、顧客・市場目線で経営戦略を考

える必要がある。地域経済についても同様であり、

地域ブランドや観光客誘致、名産品等をめぐって地

域間競争が激化し、競って地域活性化に鎬を削る状

況にある。地域ブランドや観光振興一つを取ってみ

【要旨】　中小企業への支援においては、製造業の分野ですら科学技術的内容で解決できるケースは少な

くなっており、経営上の課題解決や商品企画自体の指導等々の支援が中心となることがケースが増加し

ている。また、地域振興・活性化においても、地域社会や産業界との連携の中で、こうした非科学技術

領域での支援の重要性が増している。大企業ですら例外ではなく、自社技術を持て余し、収益に結びつ

ける商品企画やビジネスモデルの構築に苦しんでいる。こうした現実を踏まえ地域社会や産業界の非科

学技術領域での支援について紹介し、課題の整理や解決に向けた考え方、方針を説明する。また、こう

した状況に対応し実施している事例について整理・分析し、合わせて考察を行う。
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